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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本の労働者の勤務成績不良や非違行為による解雇に対する規制手法を、
ドイツ法と比較しながら、法的明確性や安定性を高める方向で解明することができた。
非違行為による解雇については、ドイツの比例原則と予測原則を解明し、そこから論理的にいかなるルールが導
出されるのかを研究した。かかる研究を踏まえ、日本の解雇法理の規範論理性を高める方向で再構成するための
重要な指針を考究することができた。
勤務成績不良による解雇については、労働義務の性格（主観説か客観説か）を考察し、ドイツ判例の具体的な審
査基準を分析した。かかる研究から示唆を得て、日本の解雇法理を再構成すべき解釈論のあり方を解明するに至
った。

研究成果の概要（英文）：I have done the research on the rules of dismissal owing to Low-Performance 
and incorrekt conduct in comparison with the german dismissal law. 
The research have first resolved the "Verhaeltnismaessigkeitsprinzip" and "Prognoseprinzip" as well 
as concrete rules of dimissal in german law about the incorrekt conduct. From this reserch I have 
derived the important guidelines for the reconstruction of the rules against dismissal in japan. 
Then I have considerd character of the labor duty of employee and analyzed concrete investigation 
standards in german jurisdiction about the Low-Performance. From this reserch I have done the 
reconstructions of the japanese dismissal law.   
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１．研究開始当初の背景 
 
 本研究の開始当初の状況は、日本において、
勤務成績不良や非違行為等を理由とする普
通解雇が、企業における成果・能力主義の強
化などを背景に増加し始めた時期であった。 
しかし、従来、かかる類型についての解雇
事案がそれほど多くなかったこともあり、判
例は主として解雇権濫用法理（労働契約法１
６条）により、解雇の客観的に合理的な理由
や社会通念上の相当性を、ケースの諸事情を
総合的に考慮して判断するにとどまり、その
結果として、解雇の有効性を判定するルール
が十分な法的明確性や法的安定性を欠いて
いる状況が見られた。 
当時、学説は、古くから紛争が多かった経
営上の理由による解雇については、豊富な議
論の蓄積を有していた一方で、労働者側に理
由のある勤務成績不良や非違行為等を理由
とする解雇の類型については、その審査基準
を本格的に議論する段階には至っておらず、
従来の判例を整理・検討等するにとどまるも
のが少なくなかった。 
また、経営上の理由による解雇は使用者側
に原因がある解雇であるから、解雇ルールも
４要件（要素）として使用者にとって厳格な
ものが構築されてきた。しかし、その一方で、
非違行為や勤務成績不良を理由とする解雇
は一応労働者側に原因があるとみなされる
解雇であるがゆえに、普通解雇は使用者から
労働者に対する制裁（サンクション）として
与えられうるとみなす立場も少なくなく、解
雇ルールとしても、経営上の理由による解雇
の場合と比べて、使用者にとって比較的緩や
かなものが想定される傾向があったと思わ
れる。 
その後、学説においても次第に非違行為や
勤務成績不良を理由とする解雇の法理を本
格的に検討しようとする向きが見られるよ
うになった。その中でも、当初すでに、ドイ
ツの解雇法理を基底から支える、とくに比例
原則（Verhältnismäßigkeitsprinzip）（最後
的手段の原則）（解雇は一方的に労働者に重
大な不利益を与える形成権を意味するから、
労働者の行為・態度に対してより緩やかな手
段を採る余地があるのか否かを常に審査す
ることを要求する原則）や予測原則
（Prognoseprinzip）（解雇のサンクションあ
るいは制裁的性格を否定する考え方で、解雇
はあくまでも継続的な労働関係を将来に向
けて解消する目的を持つにとどまると解す
る原則）を参考にして、日本の解雇法理を見
直そうとする議論は、いくつかの有力説にお
いて説かれ始めていた。とはいえ、ドイツの
比例原則や予測原則の理念の詳細、かかる原
則の解雇法への適用を正当化する法的根拠、
かかる原則から導出される解雇の具体的な
審査基準などは十分に解明されておらず、ま
た、こうしたドイツ法の議論を日本における
勤務成績不良や非違行為等を理由とする解

雇のケースで具体的にどのように応用する
ことが可能なのかについては、なお十分に議
論が深められていない状況であった。 

 
２．研究の目的 
 
 そこで、本研究は、上記の問題関心から、
かねてより豊富な判例実務と学説の議論の
蓄積を有するドイツにおける解雇法理の体
系的研究を行い、解雇法を支える主要な原
理・原則や具体的な解雇の審査基準などを研
究・解明し、そこから示唆を得て日本の解雇
法理を法的明確性や法的安定性の向上を志
向しながら再構築するための指針を導出す
ることを目的として出発した。 
 本研究は、まず、ドイツの解雇法において
歴史的に比例原則（最後的手段の原則）や予
測原則がいかなる規範的内容を有するもの
として構想・確立され、どのような根拠から
その解雇法への適用が主張されるようにな
り、これに反対する論者にいかに再反論を加
えながら、ついに判例・学説における支配的
な原理としての立場を獲得するに至ったの
かを解明することを目的とした。また、本研
究は、こうして確立された比例原則や予測原
則から具体的にどのような解雇の有効性を
判断する基準が論理的に導出され、また次第
に発展させられてきたのかを解明しようと
試みてきた。 
そのうえで、本研究は、とくに比例原則や、
解雇の制裁的性格を基本的に否定する予測
原則が、勤務成績不良や非違行為を理由とす
る解雇の分野における日本の解釈論として
論理的に説得的に受け入れられ得るか否か、
そうであるとするならば、かかる諸原則から
具体的にどのような解雇の判断基準が規範
的に導かれるのかを解明しようと試みた。 
具体的に、非違行為のケースについては、
非違行為がどのような態様（故意、過失の程
度、非違行為の繰り返しの有無など）や結果
（使用者が被る損害の程度など）を伴う場合
に、最後的手段としての解雇に値するほどの
重大なものと評価されうるか、非違行為の発
生に使用者側（同僚労働者なども含まれる）
の責任が関与しているという事情をどのよ
うに評価すべきか、使用者は比較的軽度の非
違行為について解雇を回避するためにいか
なる手段・措置を講じるべきか（是正警告、
配置転換、教育訓練など）、使用者にとって
解雇回避手段がいかなるケースで不必要と
なりうるか、とくに非違行為事例で重要視さ
れるようになってきた是正警告はどのよう
な内容を包含することが求められ、いかなる
非違行為に対してどの程度の回数与えられ
るべきなのかといった論点を考察・解明する
ことに従事した。 
また、勤務成績不良のケースについては、
平均的な労働者の勤務成績をどの程度（著し
く下回る必要があるか、少しでも下回れば足
りるのか）、あるいはどれくらいの期間（短



期で足りるか、ある程度長期を要するか）下
回る場合であれば解雇に値するほど重大な
成績不良であると評価されうるのか、解雇を
行う前に採られるべきより緩やかな手段は
どのようなものであるか（是正警告、とくに
日 本 の 外 資 系 企 業 で は Performance 
Improvement Plan（業績改善計画）の有効
性が問題となる、配置転換、教育訓練など）、
最終的に解雇の効力を判断する両当事者の
利益衡量においては、どのような事情が考慮
されるべきか（従来の勤務成績、態度、勤続
期間、年齢、扶養義務、他の労働者との平等
取扱い原則など）などの諸課題を検討するこ
とに重心が置かれた。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は、その目的に鑑みて、解雇理由と
しての主として勤務成績不良と非違行為の
ケースの相互関連性を考慮しながら、両事案
について体系的に規制のあり方を研究する
という方法を採用した。 
研究代表者は、以前、労働者の非違行為を
理由とする損害賠償責任の研究に従事して
きて経験があり、そのテーマとの関連性が強
い、非違行為および勤務成績不良を理由とす
る解雇の研究へと質的な連続性をもって研
究テーマを拡大・発展させてきた。 
また、本研究では、研究代表者の問題関心
に従い、日本とドイツの比較法研究のスタイ
ルを採ることとした。その際、複雑で多岐に
渡るドイツ解雇法理の正確で実質的な理解
を得るため、ドイツでの研究滞在を実施して、
ドイツの労働法研究者や実務家らとの議論
やドイツ語での研究発表などを積極的に行
うこととした。 
こうして蓄積した解雇の比較法研究を日
本における学術研究会等で研究報告・発表し、
また論文等の専門誌や紀要において公表す
ることなどを通じて、最終的に日本における
勤務成績不良や非違行為等を理由とする解
雇のルールを規範的論理性および法的明確
性や安定性を高める方向で再構成するため
の主として解釈論やそのための指針などを
導出し展開することができた。 
 
４．研究成果 
 
 本研究の成果として、労働者の行為・態度
を理由とする解雇の法規制を中心とする日
独の比較法研究に取り組み、発展させること
ができた。また、その成果を、日本での労働
法系や民事法系の学術研究会での報告とし
て発表し、他の研究者や実務家らからの批評
や意見をいただくことで、自身の考えを多角
的に検討した上で、研究雑誌や書籍等への公
表を行うことができた（以下の５．主な発表
論文等参照）。 
また、本比較法研究を正確で実質的なもの
に発展させるべく、ドイツでの労働法研究者

や実務家らとの議論やインタビューなどを
実施し、そこから得ることのできたアドバイ
スや示唆などをふまえ、ドイツ語論文による
研究の公表などを行い、ドイツ解雇法の理解
を深め、また日本の解雇法の特徴の紹介やそ
こから導かれるドイツ法に対する示唆など
を提示することができた。 
これまでに得られた研究成果や主にドイ
ツを中心とする国際的な学術交流関係を基
礎としながら、今後は、非違行為や勤務成績
不良に関する解雇法理から研究テーマを病
気や障害等を理由とする解雇法理などへと
拡張したうえで、日本とドイツを中心とする
比較法研究および国際的な学術交流をより
一層活発に継続・展開していくことが期待さ
れるところである。 
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